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ゆう ちょ 銀行各支店及び銀行代理業務を行う 郵便局（ 東北６ 県内）

　 東北６ 県以外のゆう ちょ 銀行または郵便局を利用される場合

は、 その利用する ゆう ちょ 銀行に対し て指定通知書が必要と

なり ま すので、 １ 回目の納入の際にこ のつづり にある 指定

通知書を記入のう え希望するゆう ちょ 銀行等に提出してく ださ い。

　 特別徴収事務につき ま し ては、 日ごろよ り 深いご理解と ご協力を 賜り 厚く お礼申し 上げま す。

　 こ のたび、 令和７ 年度の市・ 県民税およ び森林環境税の特別徴収事務をお願いいたし ま すので、 こ の

し おり を ご覧いただき 、 なお一層のご理解と ご協力を お願い申し 上げま す。

　 なお、 お手数ですが、 別添の「 特別徴収税額通知書（ 納税義務者用）」 を 各納税者にお渡し し てく だ

さ る よ う お願いいたし ま す。



　 納期限後に納付する 場合は税額に納期限の翌日から 納付の日ま

での期間の日数に応じ 、 延滞金特例基準割合（ ※）に年 7.3％を 加

算（ ただし 、 納期限の１ ヶ 月を 経過する 日ま での期間については、

延滞金特例基準割合に 1.0％を 加算） し た割合で延滞金が徴収さ

れま す。 ま た、 督促を 受け、 督促状を 発し た 日から 起算し て10日

を 経過し た日ま でにこ の税金を 完納し ない時は滞納処分を 受ける

こ と になり ま す。

　 なお、 督促手数料は 1 通について100円です。

（ ※） 延滞金特例基準割合と は、 財務大臣が告示する 国内銀行の新

規の短期貸出約定金利の当該年の前々年10月から 前年9月ま

でにおける 平均に、 1.0％を 加算し た割合。

9　 納期の特例制度

令和６令和７

　 特別徴収税額の通知書は「 特別徴収義務者用」 と 「 納税義務

者用」があり ま す。「 納税義務者用」は各納税者にお渡し 願いま す。

　 電子通知を ご 希望の場合は、 eLTAX でお申し 出く ださ い。

こ の場合、 書面での通知は送付いたし ま せん。



異動があっ た場合は、 すみやかに異動届出書を 提出し てく ださ い。

（ 届出が遅れたり 、 提出のない場合は督促状や催告状が出る こ と があり ま す。）

令和７

令和８

　 勤務先が変わり 、 その新し い勤務先でも 引き 続いて特別徴収さ れる

こ と を納税者が希望し た時には、 特別徴収を 継続いたし ま す。 必ず

新し い勤務先へ連絡し 、 その上で新たに給与等の支払いをする こ と に

なった勤務先の名称と 所在地、法人番号（ 個人事業主の場合は不要）

およ び何月分から 徴収し ていただく こ と になる か、 その他必要な事

項を 記入し た「 特別徴収にかかる 給与所得者異動届出書」 を税務課

ま で至急提出し てく ださ い。



※総務省のホームページ から も 内容が確認で き ま す。

　 http ://soum u.g o. j p

http://soumu.go.jp


５ 、 ｢給与所得者異動届出書」 は５ 部組で綴ってあり ま すが、 不

　 足し た場合コ ピ ーま たは上山市ホ ーム ページよ り ダウ ンロ

　 ード し てく ださ い。

６ 、 市・ 県民税およ び森林環境税は令和７ 年１ 月１ 日現在上山市

　 に住んでいる方に課税しています。 それ以降市外へ転出さ れた方

　 でも 令和７ 年度（ 令和８ 年５ 月まで）は上山市へ納めてく ださい。
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市民税・ 県民税
・ 森林環境税

市民税・ 県民税
・ 森林環境税

市民税・ 県民税
・ 森林環境税

市民税・ 県民税

山 形 県 上 山 市 納入済通知書公
市 区 町 村 コ ー ド 口　　座　　番　　号 加　 　 入　 　 者　 　 名

上　 山　 市

納入金額(1）　　　　　　　　円指　　　　　定　　　 番　　　 号
月別 月分

令和　　　　　 年

０ 　　６ 　　２ 　　０ 　　７　　３

　　納入すべき金額が右の納入
金額 (1）の欄の金額と 異なる

と き は、 納入金額 (1）の欄を

横線で抹消し 、 納入金額(2）

の欄に記入して下さい。

納期限 令和　　　 年　　　　月　　　　日

取 り ま と め 局

仙台貯金事務セ ン タ ー

領

収

日

付

印

上 記のと おり 通 知し ま す 。 (受付店→取り まと め点→上山市保管）

（ 特別徴収義務者）

住　　所  〒
  又は
住所地
氏　　名
  又は
名　　称 納

，　　　　　 ，

，　　　　　 ，

，　　　　　 ，

，　　　　　 ，

，　　　　　 ，

億　　 千　　 百　　 十　　 万　 　千　　 百　 十　　 円

納

　
　
　入

　
　
　金

　
　
　額

（ 2）

給 与 分

退 職

所 得 分

延 滞 金

督 促

手 数 料

合 計 額

一括徴収
分を含む（ 　　 ）

納
入
済
通
知
書
の
納
入
金
額
欄
に
￥
記
号
は
記
入
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で
く
だ
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い
。

７

７

426－00407077
　 999-3145

山形県上山市

河崎一丁目１ 番 10 号

上山企画 株式会社

7

 7 7 8

 7 6 1

1 0 0 0 0 0 0 0

2 6 8 0 0

1 7 9 0 0

10

6 07 77 77 73 ,5 0 0  ７

 ７

426－00407077
　 999-3145

山形県上山市

河崎一丁目１ 番 10 号

上山企画 株式会社

7 10

6 0 77 77 7 73 ,5 0 0  ７

７

426－00407077
　 999-3145

山形県上山市

河崎一丁目１ 番 10 号

上山企画 株式会社

7 10

6 0 0 0 7 7 7 7 7 73 ,5 0 0

法人又は

個人番号 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 2

02200－2－960212 02200－2－960212 02200－2－960212



19
30

530,000円

納税者本人の合計所得金額 1 千万円未満の場合、 生計を
同じ く する 配偶者の所得金額に応じ 控除（ 早見表参照）。

早見表
参照

【 配偶者控除・ 配偶者特別控除 早 見 表】

配偶者の合計所得金額

市・ 県民税の控除額

配偶者控除

配偶者特別

控除

納税者の合計所得

950万円超
1,000 万円

以下

900万円超
950万円

以下

900万円
以下

70 歳未満
70 歳以上

48 万円以下
48 万円以下

48 万円超 100 万円以下
100 万円超 105 万円以下

105 万円超 110 万円以下

110 万円超 115 万円以下
115 万円超 120 万円以下

120 万円超 125 万円以下
125 万円超 130 万円以下

130 万円超 133 万円以下

133 万円超

33 万円

38 万円

33 万円
31 万円

26 万円

21 万円
16 万円

11 万円
6 万円

3 万円

0 円

22 万円

26 万円

22 万円
21 万円

18 万円
14 万円

11 万円

8 万円
4 万円

2 万円

0 円

11 万円

13 万円
11 万円

11 万円

9 万円
7 万円

6 万円

4 万円
2 万円

1 万円
0 円

夫と 離婚し た後婚姻し ていない者のう ち、 子以外の扶養
親族を有する 者で、 前年の合計所得金額が 500 万円以下
であり 事実上婚姻関係と 同様の事情にある と 認めら れる
者がいない者又は、 夫と 死別・ 生死不明者のう ち、 前年
の合計所得金額が 500 万円以下で、 事実上婚姻関係と 同
様の事情にある と 認めら れる 者がいない者
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 260,000 円

婚姻歴及び性別に関わらず現に婚姻をしていない者で、生
計を一にする 子（ 他の者の扶養親族である 者以外で総所得
金額等の額が48万円以下の者）があり 受給者の合計所得金
額が500万円以下で、事実上婚姻関係と 同様の事情にある
と 認めら れる者がいない者
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 300,000 円

給与所得等を有する 者のう ち、合計所得金額が75万円以下

で給与所得等以外の所得が10万円以下の者

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 260,000 円

一般扶養親族（ S30.1.2～H14.1.1生/H18.1.2～H21.1.1）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 330,000 円

老人扶養親族（ S30.1.1以前生）　 　 　 　 　 　 　 380,000 円

特定扶養親族（ H14.1.2～H18.1.1生）　 　 　 　 450,000 円

同居老親等扶養親族　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　450,000 円

合計所得金額が2,400万円以下　 　 　 　 　 　 　 430,000 円

合計所得金額が2,400万円超2,450万円以下　 290,000 円

合計所得金額が2,450万円超2,500万円以下　 150,000 円

合計所得金額が2,500万円超　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0 円

ひ と り 親 控 除 額

税 額 の 計 算 方 法

給
与
所
得
控
除

所
得
金
額
調
整
控
除

※
該
当
者
の
み



市 民 税 ３ ／５ 県 民 税 ２ ／５

前年中に下記の寄附金を 支出し た場合
１ 　 都道府県、市町村又は特別区に対する 寄附金
２ 　 山形県共同募金会又は日本赤十字社の山
　 形県支部に対する 寄附金
３ 　 所得税法等に規定さ れる 寄附金控除の対象
　 のう ち、山形県又は上山市の条例で定めるも の

■市県民税控除額（ 総所得金額の30％上限）
①基本控除額＋②※特例控除額
　 ①基本控除額＝（ 寄附金額－2,000円）×10％
　 　（ 市民税6％　 県民税4％）
　 ②特例控除額（ 市民税3／5　 県民税2／5）
　 　 ＝（ 都道府県・ 市町村に対する 寄附金額
　 　 　 　 －2,000円）×下表の割合
※②は上記1の寄附を 行っ た場合のみ適用、
　 限度額は個人住民税所得割額の20％

　 　 　 　 0円～  1,950,000円以下

1,950,001円～  3,300,000円以下

3,300,001円～  6,950,000円以下

6,950,001円～  9,000,000円以下

9,000,001円～18,000,000円以下

18,000,001円～40,000,000円以下

40,000,001円～　 　 　 　 　 　 　 　  

84 .8 9 5％

79.79％

69.58％

66.51 7％

56.30 7％

49.16％

44.05 5％

課税総所得金額から 調整控除し た 金額 割　  合

　 前年分の所得税において平成21年から令和７ 年ま での入居に係る 住宅借入金等特別

控除の適用を受けた場合、①から ②を控除した金額（ 前年分の所得税に係る 課税総所得
金額等の100分の5に相当する 金額（ 97,500円を限度）を超える 場合には、当該金額）に

下欄の割合を乗じた金額

　 ただし 、居住年が平成26年から令和３ 年ま で（ 地方税法附則第61条の規定の適用が
ある 場合は令和4年ま で）であって、特定取得、特別特定取得（ 特例取得及び特別特例取

得を含む。）又は特例特別特例取得に該当する 場合には、「 100分の5」を「 100分の7」と

「 97,500円」を「 136,500円」として計算した金額
①前年分の所得税に係る 住宅借入金等特別控除額（ 特定増改築等に係る 住宅借入金

　 等の金額又は平成19年若しく は平成20年の居住年に係る 住宅借入金等の金額を有

　 する 場合には、当該金額がなかったも のと して計算した金額）
②前年分の所得税の額（ 住宅借入金等特別控除等適用前の金額）

森

林

環

境

税

 市・ 県民税均等割額……5,000円
（ 市民税 3,000円＋県民税 2,000円）
 森林環境税（ 国税） ……1,000円

・ 県民税分には「 やまがた緑環境税」1,000円
分が含まれていま す。

・ 令和６ 年度から 、森林環境税（ 国税）が均等
割額にあわせて徴収さ れます。

・ 市・ 県民税と 森林環境税の非課税基準は異
なるため、森林環境税のみ課税さ れる 場合
があり ます。



a b c d

e f
   �

 

   ­           ­ ­ ­ ­ ­ ­ ­ ­ ­
    

      

 
 

 ­
    

       

  ­                 ­ ­ ­ ­ ­ ­ ­
    

      

    ­    
    

       

¡ ¢     ­ ­ ­

¡ ¢ £ ¤ ­  ¤  ¤ ¤ ­ ¤ ­¤ ¥ ¤  ¤ ¦ ¤ §¤ ¨ ¤ © ¤

               © £ ­ ¥ ¦ § ¨

 ª « ¬ ® ¯ °­­±² ³ ´ µ ¶ ·

 ¸ ¸

30

10 12 1110 10 10 1010 13 10 10 10

令和７

8



a b c d

e f

e f

          ­�

  

30

9

令和７



a b c d e f

d
d

d

�  �  �  �   �   �  �   � ­ �  �  �  �

    

30

10

令和７



a

      b c d e f e f e f   ­�

     a

                     b   ­ ¡

         ¢ £ ¤ ¥ ¦   ­�

 §¨ © ª « ¬ ® ¯ ° ±

           b ² ³ ² ´ µ ¶ ·   ¸ ¹ º » ­ ¢ £ ¤ ¥ ¼

        ­�

東北６ 県以外のゆう ちょ 銀行及び郵便局で新たに特別徴収額を納入さ れたい場合、

こ の通知書を 希望する ゆう ちょ 銀行ま たは郵便局へ提出し てく ださ い。
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く ださ い。

12

令和

令和

□所在地変更　 □送付先変更　 □名称変更　 □法人成り 　 □個人事業化　 □合併・ 統合　 □廃業・ 解散　 □その他

● 該当する 変更理由の□に✓を記入し てく ださ い。
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特別徴収義務者指定番号

係所在地

住　 　 所

○　 普通徴収納付済額

　 　 該当者が普通徴収で一部納付し ている 場合に記入し てく ださ い。

　 　 注） 納期限が過ぎた分は特別徴収でき ま せん。（ 普通徴収納期限： 第 1 期…6 月 30 日、 第 2 期…9 月 1 日、 第 3 期…10 月 31 日、 第 4 期…令和 8 年 2 月 2 日）

○　 特別徴収引去予定月
　 　 こ れから 特別徴収する にあたり 、 引去を開始する 月を 記入し てく ださ い。 税額通知書は毎月末に発送し ま す。
　 　 提出日が月の初日から 15日ま では翌月から 、 それ以降は翌々月から 特別徴収ができ ま す。
　 　 別途徴収開始月の相談はご 連絡く ださ い。

○　 個人事業主の場合は、 個人番号を 記載する 必要はあり ま せん。

１

２

３

４

氏　 　 名 入社月日
普通徴収

納付済額

特別徴収

引去予定月
生　 年　 月　 日

年　 　 月　 　 日
月

月

月

月

年　 　 月　 　 日

年　 　 月　 　 日

年　 　 月　 　 日

年　 　 月　 　 日

昭和・ 平成 期分ま で

（ 　 　 　 　  円）

期分ま で

（ 　 　 　 　  円）

期分ま で

（ 　 　 　 　  円）

期分ま で

（ 　 　 　 　  円）

年　 　 月　 　 日

昭和・ 平成

年　 　 月　 　 日

昭和・ 平成

年　 　 月　 　 日

昭和・ 平成

給
与
支
払
者

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

令和　 　 年　 　 月　 　 日

上　 山　 市　 長 様

名　 称

フリ ガナ

担

　当

　者
氏　 名

電　 話 （ 　 　 ）

次の者について特別徴収を希望する ので届出し ま す。

特別徴収新規該当者届（ 控用）

法人番号

（    　 月  　 日納期分）

（    　 月  　 日納期分）

（    　 月  　 日納期分）

（    　 月  　 日納期分）

フリ ガナ

フリ ガナ

フリ ガナ

フリ ガナ

新-2



特別徴収義務者指定番号

係所在地

住　 　 所

１

２

３

４

氏　 　 名 入社月日
普通徴収

納付済額

特別徴収
生　 年　 月　 日

年　 　 月　 　 日

昭和・ 平成

年　 　 月　 　 日

昭和・ 平成

年　 　 月　 　 日

昭和・ 平成

年　 　 月　 　 日

昭和・ 平成

年　 　 月　 　 日

期分ま で

（ 　 　 　 　  円）

期分ま で

（ 　 　 　 　  円）

期分ま で

（ 　 　 　 　  円）

期分ま で

（ 　 　 　 　  円）

年　 　 月　 　 日

年　 　 月　 　 日

年　 　 月　 　 日

給
与
支
払
者

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

令和　 　 年　 　 月　 　 日

上　 山　 市　 長 様

担

　当

　者
氏　 名

電　 話 （ 　 　 ）

次の者について特別徴収を希望する ので届出し ま す。

特別徴収新規該当者届（ 提出用）

理　
処 宛名番号 地区 世帯番号 指定番号 入力 備考

名　 称

フリ ガナ

法人番号

引去予定月

月

月

月

月

（    　 月  　 日納期分）

（    　 月  　 日納期分）

（    　 月  　 日納期分）

（    　 月  　 日納期分）

フリ ガナ

フリ ガナ

フリ ガナ

フリ ガナ



◎　 こ の用紙が足り ない場合は、 コ ピ ーま たは上山市ホームページよ り ダウ ンロ ード し てく ださ い。

◎　 給与所得者異動届出書は、 感圧紙で２ 部複写になっていま す。 カーボン紙は不要ですが、 必ず下敷き を使用

　 　 し てく ださ い。

◎　 平成29年1月1日以降に給与の支払いを 受けなく なっ た方の届出についてはマイ ナンバーの記載が必要と なり

　 　 ます。
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〒999-3192

山形県上山市河崎一丁目１ 番１ ０ 号

１ .  特別徴収継続の場合　 　 新し い勤務先へ連絡し てから 記入し てく ださ い。

２ .  一括徴収の場合

１ .  異動が令和　 年12月31日ま でで、 一括徴収の申出があっ たため

２ .  異動が令和　 年１ 月１ 日以降で、 特別徴収の継続の申出がないため

１ .  異動が令和　 年12月31日ま でで、 一括徴収の申出がないため

２ .  令和　 年５ 月31日ま でに支払われる べき 給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ ウ ） 以下である ため

３ .  死亡によ る 退職である ため

徴収予定月日
徴収予定額

（ 上記（ ウ ） と 同額）

左記の一括徴収し た税額は、

納入し ま す。

月分（ 翌月10日納入期限分） で

月　 　 　 日 円

理
　
由

３ .  普通徴収の場合

理
　
由

※

市
町
村
記
入
欄

上　山　 市　 長　 様

令和　 　 　年　 　 月　 　 　日 提出

給
与
支
払
者

特
別
徴
収

義
務
者 氏名又は名称

氏　 名

生年月日 年　 　 　 　 月　 　 　 　 日

円

（ ア ）

特別徴収税額
（ 年税額）

（ イ ）

（ ア） －（ イ ）
徴収済額

（ ウ ）

未徴収税額
異 　 動
年 月 日

異 動 の 事 由
異 動 後 の 未 徴 収

税 額 の 徴 収 方 法

円

月から

月ま で

月から

月ま で 右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

１ . 　 退　 　 　 　 　 　 　 　 職

２ . 　 転　 　 　 　 　 　 　 　 勤

３ . 　 休 　 職　 ・ 　 長　  欠

４ . 　 死　 　 　 　 　 　 　 　 亡

５ . 　 支 払 少 額 ・ 不 定 期

６ . 　 合　 併　 ・ 　 解　 散

７ . 　 そ 　 　 　 の 　 　 　 他

１ . 　 特 別 徴 収 継 続

２ . 　 一　 括　 徴　 収

３ . 　 普　 通　 徴　 収
　 　  （ 本 人 納 付 ）

年

月

日円

個人番号

受給者番号

１ 月１ 日
現在の住所

異動後の
住 所

年 度 １ . 　 現年度　 　 ２ . 　 新年度　 　 ３ . 　 両年度

フ リ ガ ナ

←個人番号の記載に当たっては、
　 左端を空欄と し 右詰めで記載

所　 在　 地

給
　
与
　
所
　
得
　
者

フ リ ガ ナ

個人番号
又は法人番号

宛 名 番 号

所 属

氏 名

電 話 内線（ 　 　 　   　 ）

連

絡

先

担

当

者

特別徴収義務者
指 定 番 号

特別徴収義務者
指 定 番 号

所　 在　 地

新
し
い
勤
務
先

担

当

者

連

絡

先

所

属

氏

名

電

話

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

新規

内線（  　 　 　 　 ）

新し い勤務先へは、 月割額　 　 　 　 　 　 　 円を

月分（ 翌月10日納入期限分） から

徴収し 、 納入する よ う 連絡済みです。

（ 新し い勤務先へ必ず連絡し てく ださ い）

受給者番 号

納入書の要否 １ .  必要　 ２ .  不要
（ 新規の場合のみ記載）

右か ら

番号を

記入

法 人 番 号

氏名又は名称

フ リ ガナ

〒

〒

事由・ 理由

給与支払報告書
特 　 別 　 徴 　 収

にかかる給与所得者異動届出書　（ 控用）
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〒999-3192

山形県上山市河崎一丁目１ 番１ ０ 号

１ .  特別徴収継続の場合　 　 新し い勤務先へ連絡し てから 記入し てく ださ い。

２ .  一括徴収の場合

１ .  異動が令和　 年12月31日ま でで、 一括徴収の申出があっ たため

２ .  異動が令和　 年１ 月１ 日以降で、 特別徴収の継続の申出がないため

１ .  異動が令和　 年12月31日ま でで、 一括徴収の申出がないため

２ .  令和　 年５ 月31日ま でに支払われる べき 給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ ウ ） 以下である ため

３ .  死亡によ る 退職である ため

徴収予定月日
徴収予定額

（ 上記（ ウ ） と 同額）

左記の一括徴収し た税額は、

納入し ま す。

月分（ 翌月10日納入期限分） で

月　 　 　 日 円

理
　
由

３ .  普通徴収の場合

理
　
由

※

市
町
村
記
入
欄

上　山　 市　 長　 様

令和　 　 　年　 　 月　 　 　日 提出

給
与
支
払
者

特
別
徴
収

義
務
者 氏名又は名称

氏　 名

生年月日 年　 　 　 　 月　 　 　 　 日

円

（ ア ）

特別徴収税額
（ 年税額）

（ イ ）

（ ア） －（ イ ）
徴収済額

（ ウ ）

未徴収税額
異 　 動
年 月 日

異 動 の 事 由
異 動 後 の 未 徴 収

税 額 の 徴 収 方 法

円

月から

月ま で

月から

月ま で 右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

１ . 　 退　 　 　 　 　 　 　 　 職

２ . 　 転　 　 　 　 　 　 　 　 勤

３ . 　 休 　 職　 ・ 　 長　  欠

４ . 　 死　 　 　 　 　 　 　 　 亡

５ . 　 支 払 少 額 ・ 不 定 期

６ . 　 合　 併　 ・ 　 解　 散

７ . 　 そ 　 　 　 の 　 　 　 他

１ . 　 特 別 徴 収 継 続

２ . 　 一　 括　 徴　 収

３ . 　 普　 通　 徴　 収
　 　  （ 本 人 納 付 ）

年

月

日円

個人番号

受給者番号

１ 月１ 日
現在の住所

異動後の
住 所

年 度 １ . 　 現年度　 　 ２ . 　 新年度　 　 ３ . 　 両年度

フ リ ガ ナ

←個人番号の記載に当たっては、
　 左端を空欄と し 右詰めで記載

所　 在　 地

給
　
与
　
所
　
得
　
者

フ リ ガ ナ

個人番号
又は法人番号

宛 名 番 号

所 属

氏 名

電 話 内線（ 　 　 　   　 ）

連

絡

先

担

当

者

特別徴収義務者
指 定 番 号

特別徴収義務者
指 定 番 号

所　 在　 地

新
し
い
勤
務
先

担

当

者

連

絡

先

所

属

氏

名

電

話

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

新規

内線（  　 　 　 　 ）

新し い勤務先へは、 月割額　 　 　 　 　 　 　 円を

月分（ 翌月10日納入期限分） から

徴収し 、 納入する よ う 連絡済みです。

（ 新し い勤務先へ必ず連絡し てく ださ い）

受給者番 号

納入書の要否 １ .  必要　 ２ .  不要
（ 新規の場合のみ記載）

右か ら

番号を

記入

法 人 番 号

氏名又は名称

フ リ ガナ

〒

〒

事由・ 理由

給与支払報告書
特 　 別 　 徴 　 収

にかかる給与所得者異動届出書　（ 控用）
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〒999-3192

山形県上山市河崎一丁目１ 番１ ０ 号

１ .  特別徴収継続の場合　 　 新し い勤務先へ連絡し てから 記入し てく ださ い。

２ .  一括徴収の場合

１ .  異動が令和　 年12月31日ま でで、 一括徴収の申出があっ たため

２ .  異動が令和　 年１ 月１ 日以降で、 特別徴収の継続の申出がないため

１ .  異動が令和　 年12月31日ま でで、 一括徴収の申出がないため

２ .  令和　 年５ 月31日ま でに支払われる べき 給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ ウ ） 以下である ため

３ .  死亡によ る 退職である ため

徴収予定月日
徴収予定額

（ 上記（ ウ ） と 同額）

左記の一括徴収し た税額は、

納入し ま す。

月分（ 翌月10日納入期限分） で

月　 　 　 日 円

理
　
由

３ .  普通徴収の場合

理
　
由

※

市
町
村
記
入
欄

上　山　 市　 長　 様

令和　 　 　年　 　 月　 　 　日 提出

給
与
支
払
者

特
別
徴
収

義
務
者 氏名又は名称

氏　 名

生年月日 年　 　 　 　 月　 　 　 　 日

円

（ ア ）

特別徴収税額
（ 年税額）

（ イ ）

（ ア） －（ イ ）
徴収済額

（ ウ ）

未徴収税額
異 　 動
年 月 日

異 動 の 事 由
異 動 後 の 未 徴 収

税 額 の 徴 収 方 法

円

月から

月ま で

月から

月ま で 右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

１ . 　 退　 　 　 　 　 　 　 　 職

２ . 　 転　 　 　 　 　 　 　 　 勤

３ . 　 休 　 職　 ・ 　 長　  欠

４ . 　 死　 　 　 　 　 　 　 　 亡

５ . 　 支 払 少 額 ・ 不 定 期

６ . 　 合　 併　 ・ 　 解　 散

７ . 　 そ 　 　 　 の 　 　 　 他

１ . 　 特 別 徴 収 継 続

２ . 　 一　 括　 徴　 収

３ . 　 普　 通　 徴　 収
　 　  （ 本 人 納 付 ）

年

月

日円

個人番号

受給者番号

１ 月１ 日
現在の住所

異動後の
住 所

年 度 １ . 　 現年度　 　 ２ . 　 新年度　 　 ３ . 　 両年度

フ リ ガ ナ

←個人番号の記載に当たっては、
　 左端を空欄と し 右詰めで記載

所　 在　 地

給
　
与
　
所
　
得
　
者

フ リ ガ ナ

個人番号
又は法人番号

宛 名 番 号

所 属

氏 名

電 話 内線（ 　 　 　   　 ）

連

絡

先

担

当

者

特別徴収義務者
指 定 番 号

特別徴収義務者
指 定 番 号

所　 在　 地

新
し
い
勤
務
先

担

当

者

連

絡

先

所

属

氏

名

電

話

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

新規

内線（  　 　 　 　 ）

新し い勤務先へは、 月割額　 　 　 　 　 　 　 円を

月分（ 翌月10日納入期限分） から

徴収し 、 納入する よ う 連絡済みです。

（ 新し い勤務先へ必ず連絡し てく ださ い）

受給者番 号

納入書の要否 １ .  必要　 ２ .  不要
（ 新規の場合のみ記載）

右か ら

番号を

記入

法 人 番 号

氏名又は名称

フ リ ガナ

〒

〒

事由・ 理由

給与支払報告書
特 　 別 　 徴 　 収

にかかる給与所得者異動届出書　（ 控用）
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〒999-3192

山形県上山市河崎一丁目１ 番１ ０ 号

１ .  特別徴収継続の場合　 　 新し い勤務先へ連絡し てから 記入し てく ださ い。

２ .  一括徴収の場合

１ .  異動が令和　 年12月31日ま でで、 一括徴収の申出があっ たため

２ .  異動が令和　 年１ 月１ 日以降で、 特別徴収の継続の申出がないため

１ .  異動が令和　 年12月31日ま でで、 一括徴収の申出がないため

２ .  令和　 年５ 月31日ま でに支払われる べき 給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ ウ ） 以下である ため

３ .  死亡によ る 退職である ため

徴収予定月日
徴収予定額

（ 上記（ ウ ） と 同額）

左記の一括徴収し た税額は、

納入し ま す。

月分（ 翌月10日納入期限分） で

月　 　 　 日 円

理
　
由

３ .  普通徴収の場合

理
　
由

※

市
町
村
記
入
欄

上　山　 市　 長　 様

令和　 　 　年　 　 月　 　 　日 提出

給
与
支
払
者

特
別
徴
収

義
務
者 氏名又は名称

氏　 名

生年月日 年　 　 　 　 月　 　 　 　 日

円

（ ア ）

特別徴収税額
（ 年税額）

（ イ ）

（ ア） －（ イ ）
徴収済額

（ ウ ）

未徴収税額
異 　 動
年 月 日

異 動 の 事 由
異 動 後 の 未 徴 収

税 額 の 徴 収 方 法

円

月から

月ま で

月から

月ま で 右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

１ . 　 退　 　 　 　 　 　 　 　 職

２ . 　 転　 　 　 　 　 　 　 　 勤

３ . 　 休 　 職　 ・ 　 長　  欠

４ . 　 死　 　 　 　 　 　 　 　 亡

５ . 　 支 払 少 額 ・ 不 定 期

６ . 　 合　 併　 ・ 　 解　 散

７ . 　 そ 　 　 　 の 　 　 　 他

１ . 　 特 別 徴 収 継 続

２ . 　 一　 括　 徴　 収

３ . 　 普　 通　 徴　 収
　 　  （ 本 人 納 付 ）

年

月

日円

個人番号

受給者番号

１ 月１ 日
現在の住所

異動後の
住 所

年 度 １ . 　 現年度　 　 ２ . 　 新年度　 　 ３ . 　 両年度

フ リ ガ ナ

←個人番号の記載に当たっては、
　 左端を空欄と し 右詰めで記載

所　 在　 地

給
　
与
　
所
　
得
　
者

フ リ ガ ナ

個人番号
又は法人番号

宛 名 番 号

所 属

氏 名

電 話 内線（ 　 　 　   　 ）

連

絡

先

担

当

者

特別徴収義務者
指 定 番 号

特別徴収義務者
指 定 番 号

所　 在　 地

新
し
い
勤
務
先

担

当

者

連

絡

先

所

属

氏

名

電

話

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

新規

内線（  　 　 　 　 ）

新し い勤務先へは、 月割額　 　 　 　 　 　 　 円を

月分（ 翌月10日納入期限分） から

徴収し 、 納入する よ う 連絡済みです。

（ 新し い勤務先へ必ず連絡し てく ださ い）

受給者番 号

納入書の要否 １ .  必要　 ２ .  不要
（ 新規の場合のみ記載）

右か ら

番号を

記入

法 人 番 号

氏名又は名称

フ リ ガナ

〒

〒

事由・ 理由

給与支払報告書
特 　 別 　 徴 　 収

にかかる給与所得者異動届出書　（ 控用）

異-5
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山形県上山市河崎一丁目１ 番１ ０ 号

１ .  特別徴収継続の場合　 　 新し い勤務先へ連絡し てから 記入し てく ださ い。

２ .  一括徴収の場合

１ .  異動が令和　 年12月31日ま でで、 一括徴収の申出があっ たため

２ .  異動が令和　 年１ 月１ 日以降で、 特別徴収の継続の申出がないため

１ .  異動が令和　 年12月31日ま でで、 一括徴収の申出がないため

２ .  令和　 年５ 月31日ま でに支払われる べき 給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ ウ ） 以下である ため

３ .  死亡によ る 退職である ため

徴収予定月日
徴収予定額

（ 上記（ ウ ） と 同額）

左記の一括徴収し た税額は、

納入し ま す。

月分（ 翌月10日納入期限分） で

月　 　 　 日 円

理
　
由

３ .  普通徴収の場合

理
　
由

※

市
町
村
記
入
欄

上　山　 市　 長　 様

令和　 　 　年　 　 月　 　 　日 提出

給
与
支
払
者

特
別
徴
収

義
務
者 氏名又は名称

氏　 名

生年月日 年　 　 　 　 月　 　 　 　 日

円

（ ア ）

特別徴収税額
（ 年税額）

（ イ ）

（ ア） －（ イ ）
徴収済額

（ ウ ）

未徴収税額
異 　 動
年 月 日

異 動 の 事 由
異 動 後 の 未 徴 収

税 額 の 徴 収 方 法

円

月から

月ま で

月から

月ま で 右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

１ . 　 退　 　 　 　 　 　 　 　 職

２ . 　 転　 　 　 　 　 　 　 　 勤

３ . 　 休 　 職　 ・ 　 長　  欠

４ . 　 死　 　 　 　 　 　 　 　 亡

５ . 　 支 払 少 額 ・ 不 定 期

６ . 　 合　 併　 ・ 　 解　 散

７ . 　 そ 　 　 　 の 　 　 　 他

１ . 　 特 別 徴 収 継 続

２ . 　 一　 括　 徴　 収

３ . 　 普　 通　 徴　 収
　 　  （ 本 人 納 付 ）

年

月

日円

個人番号

受給者番号

１ 月１ 日
現在の住所

異動後の
住 所

年 度 １ . 　 現年度　 　 ２ . 　 新年度　 　 ３ . 　 両年度

フ リ ガ ナ

←個人番号の記載に当たっては、
　 左端を空欄と し 右詰めで記載

所　 在　 地

給
　
与
　
所
　
得
　
者

フ リ ガ ナ

個人番号
又は法人番号

宛 名 番 号

所 属

氏 名

電 話 内線（ 　 　 　   　 ）

連

絡

先

担

当

者

特別徴収義務者
指 定 番 号

特別徴収義務者
指 定 番 号

所　 在　 地

新
し
い
勤
務
先

担

当

者

連

絡

先

所

属

氏

名

電

話

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

新規

内線（  　 　 　 　 ）

新し い勤務先へは、 月割額　 　 　 　 　 　 　 円を

月分（ 翌月10日納入期限分） から

徴収し 、 納入する よ う 連絡済みです。

（ 新し い勤務先へ必ず連絡し てく ださ い）

受給者番 号

納入書の要否 １ .  必要　 ２ .  不要
（ 新規の場合のみ記載）

右か ら

番号を

記入

法 人 番 号

氏名又は名称

フ リ ガナ

〒

〒

事由・ 理由

給与支払報告書
特 　 別 　 徴 　 収

にかかる給与所得者異動届出書　（ 控用）（ 提出用）


